下水道管路施設維持管理等業務
様式集
令和5年10月
吹田市　下水道部　管路保全室
この「下水道管路施設維持管理等業務　様式集」（以下、「本書」）は、吹田市（以下、「本市」又は「発注者」）が実施する下水道管路施設維持管理等業務（以下、「本業務」）を委託するため、本業務を受注する民間事業者（以下、「受注者」）の募集及び選定を行うにあたっての各種提出書類の様式等を定めるものである。また、本書は、プロポーザル参加希望者（以下、「参加者」）に交付するものであり、本書及び別冊とともに以下の書類で一体を成すものである（これらの書類を総称して、以下、「プロポーザル実施要領等」）。
1 下水道管路施設維持管理等業務　公募型プロポーザル実施要領
2 下水道管路施設維持管理等業務　要求水準書
3 下水道管路施設維持管理等業務　提案評価基準
4 下水道管路施設維持管理等業務　様式集
5 下水道管路施設維持管理等業務　基本契約書（案）
6 その他、発注者が公表した書類
7 上記に関する質問回答書
参加者は、プロポーザル実施要領等の内容を十分に理解した上で、必要な書類を作成し、本市に提出するものである。
様式1（単独企業用）

令和　　年　　月　　日
吹田市長
後藤　圭二　様
　商号又は名称

所在地
　　  代表者名　　
　　　　　
　　㊞
参　加　表　明　書

下記業務について、公募型プロポーザルへの参加を表明します。

なお、募集要件に定められたプロポーザル参加要件等を満たしていること、本書及び添付書類の記載事項は事実と相違ないことを誓約します。
記

１　業務名　：　下水道管路施設維持管理等業務
２　添付書類

①様式３　　会社概要書及び業務経歴書
※商業登記簿謄本（登記事項証明書）、定款
※予防保全型維持管理業務、計画的維持管理業務、予防保全型改築計画策定業務と同種実績又は類似業務に係る実施実績を記載すること。
※実施実績が確認できる契約書等の写しを添付すること。
②様式４　　営業所等作業拠点表
③様式５　　保有する技術者の状況

【担当者連絡先】
所属：
役職：
担当者名：
電話番号：

ＦＡＸ番号:
メールアドレス：

３　業務の一部を再委託又は技術協力等の予定
	再委託先名称及び

分担業務の内容
	再委託先又は協力先を必要とする理由（企業の技術的特徴等）

	
	

	
	

	
	


· 他の企業等に当該業務の一部を再委託する場合又は学識経験者等の技術協力を受けて業務を実施する場合のみ記載する。ただし、主要業務を一括して再委託してはならない。また、統括管理業務は再委託してはならない。
様式２（共同企業体用）

令和　　年　　月　　日

吹田市長
後藤　圭二　様
共同企業体名

代表企業　商号又は名称

所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名 　　　　　　　
　　㊞
参　加　表　明　書

下記業務について、公募型プロポーザルへの参加を表明します。

なお、募集要件に定められたプロポーザル参加要件等を満たしていること、本書及び添付書類の記載事項は事実と相違ないことを誓約します。
記

１　業務名　：　下水道管路施設維持管理等業務
２　添付書類
①様式２-２ 委任状
※共同企業体協定書の写しを添付すること。
②様式３　　会社概要書及び業務経歴書
※商業登記簿謄本（登記事項証明書）、定款
※予防保全型維持管理業務、計画的維持管理業務、予防保全型改築計画策定業務と同種実績又は類似業務に係る実施実績を記載すること。
※実施実績が確認できる契約書等の写しを添付すること。
※共同企業体の構成員ごとに作成すること。

③様式４　　営業所等作業拠点表

④様式５　　保有する技術者の状況
【担当者連絡先】
所属：
役職：
担当者名：
電話番号：

ＦＡＸ番号:
メールアドレス：

３　共同企業体の構成
	１．代表企業：企業名　　役割分担

	商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　㊞
連絡先　氏　名

　　　　　　　所　属

　　　　　　　所在地

　　　　　　　電話／ＦＡＸ

　　　　　　　電子メールアドレス

	２．企業名　　　　　　役割分担

	商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　㊞
連絡先　氏　名

　　　　　　　所　属

　　　　　　　所在地

　　　　　　　電話／ＦＡＸ

　　　　　　　電子メールアドレス

	３．企業名　　　　　　役割分担

	商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　㊞
連絡先　氏　名

　　　　　　　所　属

　　　　　　　所在地

　　　　　　　電話／ＦＡＸ

　　　　　　　電子メールアドレス

	４．企業名　　　　　　役割分担

	商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　㊞
連絡先　氏　名

　　　　　　　所　属

　　　　　　　所在地

　　　　　　　電話／ＦＡＸ

　　　　　　　電子メールアドレス


※１ 「役割分担」欄には、担当予定業務を記入すること。

※２ 記入欄は適宜追加の上、記入すること。

4　業務の一部を再委託又は技術協力等の予定
	再委託先名称及び

分担業務の内容
	再委託先又は協力先を必要とする理由（企業の技術的特徴等）

	
	

	
	

	
	


· 他の企業等に当該業務の一部を再委託する場合又は学識経験者等の技術協力を受けて業務を実施する場合のみ記載する。ただし、主要業務を一括して再委託してはならない。また、統括管理業務は再委託してはならない。
様式２－２

令和　　年　　月　　日

委　　任　　状

（共同企業体における各構成企業の代表者から代表企業の代表者への委任状）

吹田市長
後藤　圭二　様
	提案参加

の企業
	商号又は名称
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	同上
	商号又は名称
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	同上
	商号又は名称
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	同上
	商号又は名称
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


※ 記入欄は適宜追加の上、記入すること。

　私たちは、下記の企業を共同企業体代表企業とし、「下水道管路施設維持管理等業務」に関し、下記の権限を委任します。

	委任企業
	商号又は名称
所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者名
　　　　　　　　　　　　　　　　㊞

	委任事項
	１．プロポーザル参加資格申請に関する件

２．提案に関する件

３．応募辞退に関する件
４. その他入札・契約締結に関する件


· 共同企業体協定書の写しを添付すること。
様式３

会社概要書及び業務経歴書

1． 会社概要書

	①
	商号又は名称
	

	②
	本社所在地
	

	
	　〒
　

	
	最寄りの支店/事務所等
	

	
	　〒

　

	③
	設立年月日
	

	④
	資本金
	円

	⑤
	年間売上高
	円（　　年　　月～　　年　　月）

	⑥
	従業員数
	人

	⑦
	主な業務内容
	

	⑧
	本業務担当部署
	

	⑨
	担当部署所在地
	

	⑩
	担当部署の

技術者総数
	人


※１ 商業登記簿謄本（登記事項証明書）(３ケ月以内のもの)(写し可）、定款を添付すること。
※２ 共同企業体の場合は、構成員ごとに作成し記入すること。
２.　予防保全型維持管理業務経歴書

予防保全型維持管理業務と同種実績又は類似業務に係る実施実績を記載すること。なお、参加表明書の提出期限までに業務完了済みのものを最大5件とする。

	商号又は名称：

	1 
	業務名
	

	
	発注機関
	

	
	契約金額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	
	履行期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	業務の概要
	

	2 
	業務名
	

	
	発注機関
	

	
	契約金額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	
	履行期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	業務の概要
	

	3 
	業務名
	

	
	発注機関
	

	
	契約金額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	
	履行期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	業務の概要
	

	4 
	業務名
	

	
	発注機関
	

	
	契約金額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	
	履行期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	業務の概要
	

	5 
	業務名
	

	
	発注機関
	

	
	契約金額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	
	履行期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	業務の概要
	


※１ 実施実績が確認できる契約書等の写しを添付すること。(必要に応じて仕様書等契約内容がわかる書類を求める場合があります。)
※２ 共同企業体の場合は、構成員ごとに作成し記入すること。
3.　計画的維持管理業務経歴書

計画的維持管理業務と同種実績又は類似業務に係る実施実績を記載すること。なお、参加表明書の提出期限までに業務完了済みのものを最大5件とする。

	商号又は名称：

	6 
	業務名
	

	
	発注機関
	

	
	契約金額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	
	履行期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	業務の概要
	

	7 
	業務名
	

	
	発注機関
	

	
	契約金額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	
	履行期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	業務の概要
	

	8 
	業務名
	

	
	発注機関
	

	
	契約金額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	
	履行期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	業務の概要
	

	9 
	業務名
	

	
	発注機関
	

	
	契約金額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	
	履行期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	業務の概要
	

	10 
	業務名
	

	
	発注機関
	

	
	契約金額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	
	履行期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	業務の概要
	


※１ 実施実績が確認できる契約書等の写しを添付すること。(必要に応じて仕様書等契約内容がわかる書類を求める場合があります。)
※２ 共同企業体の場合は、構成員ごとに作成し記入すること。
4.　予防保全型改築計画策定業務経歴書

予防保全型改築計画策定業務と同種実績又は類似業務に係る実施実績を記載すること。なお、参加表明書の提出期限までに業務完了済みのものを最大5件とする。
	商号又は名称：

	11 
	業務名
	

	
	発注機関
	

	
	契約金額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	
	履行期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	業務の概要
	

	12 
	業務名
	

	
	発注機関
	

	
	契約金額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	
	履行期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	業務の概要
	

	13 
	業務名
	

	
	発注機関
	

	
	契約金額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	
	履行期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	業務の概要
	

	14 
	業務名
	

	
	発注機関
	

	
	契約金額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	
	履行期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	業務の概要
	

	15 
	業務名
	

	
	発注機関
	

	
	契約金額
	金　　　　　　　　　　　　　　円

	
	履行期間
	平成　　年　　月　　日　～　平成　　年　　月　　日

	
	業務の概要
	


※１ 実施実績が確認できる契約書等の写しを添付すること。(必要に応じて仕様書等契約内容がわかる書類を求める場合があります。)
※２ 共同企業体の場合は、構成員ごとに作成し記入すること。
様式４　保有する技術者の状況
主な資格と有資格者数

	商号又は名称：

	資　格　名
	有資格者数（人）

	下水道管路管理総合技士
	人

	下水道管路管理主任技士
	人

	下水道管路管理専門技士
	人

	技術士：総合技術管理部門-下水道
	人

	技術士：上下水道部門-下水道
	人

	ＲＣＣＭ：下水道部門
	人

	
	

	
	

	
	


	商号又は名称：

	資　格　名
	有資格者数（人）

	下水道管路管理総合技士
	人

	下水道管路管理主任技士
	人

	下水道管路管理専門技士
	人

	技術士：総合技術管理部門-下水道
	人

	技術士：上下水道部門-下水道
	人

	ＲＣＣＭ：下水道部門
	人

	
	

	
	

	
	


	商号又は名称：

	資　格　名
	有資格者数（人）

	下水道管路管理総合技士
	人

	下水道管路管理主任技士
	人

	下水道管路管理専門技士
	人

	技術士：総合技術管理部門-下水道
	人

	技術士：上下水道部門-下水道
	人

	ＲＣＣＭ：下水道部門
	人

	
	

	
	

	
	


※１ 共同企業体の場合は構成員ごとに区分し記入すること。

※２ 記入欄は適宜追加の上、記入すること。
様式５
配置予定技術者調書

（1） 配置予定「統括責任者」の経歴、資格

令和6年4月1日現在

	ふりがな
	
	所　属
	

	氏　名
	
	
	

	生年月日
	年　　月　　日
	役　職
	

	保有資格

	資格の種類
	登録番号
	取得年月日

	
	
	

	学歴



	職歴


	実務経験年数

年

	主な業務経歴

	年度
	業務名
	役割
	発注者

	
	
	
	


※１ 氏名にはふりがなをふること。

※２ 該当する保有資格名を記入し、登録番号、取得年月日を記入すること。また保有資格の許可証等の写しを添付すること。

※３ ３か月以上の直接かつ恒常的な雇用関係を証明するものの写しを添付すること。

※４ 主な業務経歴について、契約書、仕様書、それに付随する技術者届等の写しを添付すること。
様式５
配置予定技術者調書

（2） 配置予定「副統括責任者」の経歴、資格

令和6年4月1日現在

	ふりがな
	
	所　属
	

	氏　名
	
	
	

	生年月日
	年　　月　　日
	役　職
	

	保有資格

	資格の種類
	登録番号
	取得年月日

	
	
	

	学歴



	職歴


	実務経験年数

年

	主な業務経歴

	年度
	業務名
	役割
	発注者

	
	
	
	

	欠員等の場合のバックアップ体制

	
	
	
	


※１ 氏名にはふりがなをふること。

※２ 該当する保有資格名を記入し、登録番号、取得年月日を記入すること。また保有資格の許可証等の写しを添付すること。

※３ ３か月以上の直接かつ恒常的な雇用関係を証明するものの写しを添付すること。

※４ 主な業務経歴について、契約書、仕様書、それに付随する技術者届等の写しを添付すること。
様式５
配置予定技術者調書

（3） 配置予定「主任技術者」の経歴、資格

令和6年4月1日現在

	ふりがな
	
	所　属
	

	氏　名
	
	
	

	生年月日
	年　　月　　日
	役　職
	

	保有資格

	資格の種類
	登録番号
	取得年月日

	・下水道管路管理総合技士
・下水道管路管理主任技士

・下水道管路管理専門技士
	
	

	学歴



	職歴


	実務経験年数

年

	主な業務経歴

	年度
	業務名
	役割
	発注者

	
	
	
	


※１ 氏名にはふりがなをふること。

※２ 該当する保有資格名を記入し、登録番号、取得年月日を記入すること。また保有資格の許可証等の写しを添付すること。

※３ ３か月以上の直接かつ恒常的な雇用関係を証明するものの写しを添付すること。

※４ 主な業務経歴について、契約書、仕様書、それに付随する技術者届等の写しを添付すること。
様式５
配置予定技術者調書

（4） 配置予定「管理技術者」の経歴、資格

令和6年4月1日現在

	ふりがな
	
	所　属
	

	氏　名
	
	
	

	生年月日
	年　　月　　日
	役　職
	

	保有資格

	資格の種類
	登録番号
	取得年月日

	技術士

・上下水道部門-下水道

・総合技術管理部門-下水道
ＲＣＣＭ
・下水道部門
	
	

	学歴



	職歴


	実務経験年数

年

	主な業務経歴

	年度
	業務名
	役割
	発注者

	
	
	
	


※１ 氏名にはふりがなをふること。

※２ 該当する保有資格名を記入し、登録番号、取得年月日を記入すること。また保有資格の許可証等の写しを添付すること。

※３ ３か月以上の直接かつ恒常的な雇用関係を証明するものの写しを添付すること。

※４ 主な業務経歴について、契約書、仕様書、それに付随する技術者届等の写しを添付すること。
様式５
配置予定技術者調書

（5） 配置予定「照査技術者」の経歴、資格

令和6年4月1日現在

	ふりがな
	
	所　属
	

	氏　名
	
	
	

	生年月日
	年　　月　　日
	役　職
	

	保有資格

	資格の種類
	登録番号
	取得年月日

	技術士

・上下水道部門-下水道

・総合技術管理部門-下水道ＲＣＣＭ
・下水道部門
	
	

	学歴



	職歴


	実務経験年数

年

	主な業務経歴

	年度
	業務名
	役割
	発注者

	
	
	
	


※１ 氏名にはふりがなをふること。

※２ 該当する保有資格名を記入し、登録番号、取得年月日を記入すること。また保有資格の許可証等の写しを添付すること。

※３ ３か月以上の直接かつ恒常的な雇用関係を証明するものの写しを添付すること。

※４ 主な業務経歴について、契約書、仕様書、それに付随する技術者届等の写しを添付すること。
様式６　保有する主な機材の状況
主な機材と保有数

	商号又は名称：

	機　材　名
	保有数（台）

	高圧洗浄車（　t）
	台

	強力吸引車（　t）
	台

	自走式TVカメラ搭載車
	台

	
	

	
	

	
	


	商号又は名称：

	機　材　名
	保有数（台）

	高圧洗浄車（　t）
	台

	強力吸引車（　t）
	台

	自走式TVカメラ搭載車
	台

	
	

	
	

	
	


	商号又は名称：

	機　材　名
	保有数（台）

	高圧洗浄車（　t）
	台

	強力吸引車（　t）
	台

	自走式TVカメラ搭載車
	台

	
	

	
	

	
	


※１ 共同企業体の場合は構成員ごとに区分し記入すること。

※２ 機材の写真（正面、側面のもの及び車両番号等が識別できるもの。）を添付すること。
※３ 自動車検査証（本申請日時点で有効期間の満了する日以前）の写しを添付すること。（「所有者の氏名又は名称」欄及び「所有者の住所」欄に自社名が記載されていること。又は「使用者の氏名又は名称」欄及び「使用者の住所」欄に自社名が記載されているものである場合、長期賃貸借契約書の写しも添付すること。）
※４ 記入欄は適宜追加の上、記入すること。
様式７　営業所等作業拠点表
	作業拠点等

	名　称
	所在地
	電話番号及び

ファックス
	吹田市役所までの

距離及び所要時間

	【例】

○○株式会社

○○営業所
	
	電話

ファックス


	距離

　　　　　㎞

所要時間

　　時　　分

	
	
	電話

ファックス


	距離

　　　　　㎞

所要時間

　　時　　分

	
	
	電話

ファックス


	距離

　　　　　㎞

所要時間

　　時　　分

	
	
	電話

ファックス


	距離

　　　　　㎞

所要時間

　　時　　分

	
	
	電話

ファックス


	距離

　　　　　㎞

所要時間

　　時　　分

	
	
	電話

ファックス


	距離

　　　　　㎞

所要時間

　　時　　分


※１ 共同企業体の場合は構成員ごとに区分し記入すること。
※２ 再委託先について該当する場合は、再委託先ごとに区分し記入すること。

※３ 記入欄は適宜追加の上、記入すること。
５吹下管第　　　号

令和　　年　　月　　日
（　　　　年）　　　　
　様
吹田市長　　後藤　圭二
参加資格確認結果通知書

　下記業務のプロポーザルについて、参加資格確認結果を通知します。

記

業務名　：　下水道管路施設維持管理等業務　　　　　

結果①：資格を有することを認めます。

結果②：次の理由により、資格を有することを認められません。

理　由：○○○○○のため

　なお、この通知を受けた日の翌日から起算して５日以内に、書面により確認結果についての説明を求めることができます。

【　連絡先　】

吹田市下水道部管路保全室
担当：竹内、大坪
電話：06-6384-2073
FAX：06-6368-9903

様式８
企画技術提案書類　提出届
業務名称      　 下水道管路施設維持管理等業務
履行期限　       令和11年３月31日
標記業務について、技術提案書を提出します。
令和　　　年　　　月　　　日
吹田市長
後藤　圭二　様
提出者

住　所　　　　

　　　　　　　

（共同企業体名）

商号又は名称　
代表者名　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
電話番号　　

ＦＡＸ番号　

· 共同企業体の場合、商号又は名称は代表企業名とし、その上段に共同企業体名を記入すること。
様式９－１　企画技術提案書（１）
	　本業務に関する技術提案について、業務の実施方針及び実施体制について具体的に記述すること。
（A4 1ページ程度）




様式９－２　企画技術提案書（２）
	　本業務に関する技術提案について、業務の実施内容について具体的に記述すること。危機管理（リスク管理）・安全対策及び地域貢献に関する提案を含めること。
（A4 5ページ以内）




様式９－３　企画技術提案書（３）
	以下の特定テーマに対する提案について、記述すること。
■特定テーマ
1 予防保全型維持管理業務：「維持管理情報（データベース）の管理方法及び活用方法についてDXを踏まえた提案」
2 計画的維持管理業務：「点検業務や清掃業務の適正頻度についての考え方と実施方法についての提案」
3 予防保全型改築計画策定業務：「包括的民間委託の特性を生かした効率的で効果的な修繕・改築を実現するための計画策定の実施方法についての提案」
4 日常的維持管理業務：「日常的維持管理業務を主とした維持管理における情報管理方法と発注者への報告（情報共有）方法についてDXを踏まえた提案」
5 「本業務の評価を行うための適切な５つのアウトカム指標についての提案」
（各A4 1ページ程度）




様式10　参考見積と積算根拠
下記の参考見積金額総括表を参考に、別途作成して提出すること。
参考見積金額総括表
	　区　　分
	金　　額
	備　　考

	1　統括管理業務
	円
	

	2　予防保全型維持管理業務
	円
	

	内、下水道施設点検業務
	円
	

	内、下水道施設調査業務
	円
	

	3　計画的維持管理業務
	円
	

	4　予防保全型改築計画策定業務
	円
	

	内、修繕・改築計画
	円
	

	内、実施設計に伴う諸調査
	円
	

	内、実施設計
	円
	

	5　日常的維持管理業務
	円
	

	6　災害対応業務
	円
	

	7　樹木管理・草刈等業務
	円
	

	
	
	

	業務価格1＋2＋3＋4＋5＋6＋7
	円
	

	消費税相当額（10％）
	円
	

	業務委託料
	円
	


※１ 直接作業費及び諸経費の内訳は別途作成し、その考え方及び積算根拠を添付すること。
※２ 総括、内訳及び明細は、EXCEL形式のファイルを添付すること。
※３ なお、消費税相当額については、10％を計上すること。
様式11
質問書
令和　　年　　月　　日

吹田市長
後藤　圭二　様

住所　
商号又は名称　
代表者名　
電話番号　
ＦＡＸ番号　
（担当者名及びメールアドレス）

下水道管路施設維持管理等業務のプロポ－ザルについて、下記の質問をします。

	質問箇所
	書類名
	

	
	ページ
	

	
	項番
	

	
	項目
	

	質問内容
	


※１ 質問は、簡潔かつ具体的に記入すること。

※２ 質問は、本様式１枚につき１件とする。質問が複数ある場合は、複写して用いること。

送信先：E-mail：gesuikan@city.suita.osaka.jp

様式12
令和　　年　　月　　日

吹田市長
後藤　圭二　様
（共同企業体名）

（代表企業）

　　　　　商号又は名称

所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　
　　㊞
辞　退　届
　当社は、令和●年●月●日付けで公表された、「下水道管路施設維持管理等業務」に係る企画技術提案書の募集に参加表明しましたが、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
により参加を辞退します。
【担当者連絡先】
所属：
役職：
担当者名：
電話番号：

ＦＡＸ番号:
メールアドレス：

· 共同企業体の場合、商号又は名称は代表企業名とし、その上段に共同企業体名を記入すること
